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2023年５月 10日 

各  位 

会 社 名 三 井 住 友 建 設 株 式 会 社  

代表者名 代表取締役社長  近 藤 重 敏 

（コード番号 1821 東証プライム市場） 

問合せ先 企画部長     田 中 徳 明 

（TEL 03-4582-3000） 

 

「中期経営計画 2022-2024」の経営数値目標の修正に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2022 年３月に発表した「中期経営計画 2022-2024」に

ついて、事業環境の大幅な変化や計画の進捗状況を踏まえ、経営数値目標を修正することを決議

いたしました。これとあわせ、中期経営計画の最終年度である 2024年度に加え、更に３年先とな

る 2027年度までの経営数値目標を策定しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１．修正の理由および主な概要 

計画初年度にあたる 2023年３月期においては、2022 年 11月９日公表の「工事損失の計上

及び業績予想並びに配当予想の修正に関するお知らせ」及び 2023 年３月 16 日公表の「工事

損失の計上及び繰延税金資産の取崩し、業績予想並びに配当予想の修正に関するお知らせ」

並びに 2023 年４月 21 日公表の「工事損失の計上及び業績予想の修正に関するお知らせ」の

とおり、現在施工中の国内大型建築工事において、2022年３月期に引き続き大幅な損失を計

上したことを主要因として、業績は想定を大幅に下回ることとなりました。 

今後についても、施工中の当該工事においては工程回復に向けて当社グループを挙げて取

り組んでいるものの、施工難度が非常に高い工事であり、先行きには予断を許さない状況で

あること、また、建設資材等の価格上昇の影響を大きく受けた一部の建築工事の施工が今後

一定期間継続することで、計画期間中の利益水準の大幅な改善は困難であることにより、「中

期経営計画 2022-2024」の最終年度である 2024 年度（2025年３月期）の利益水準は当初計画

には届かない見通しとなっております。 

以上を踏まえ、本中期経営計画において、今般の建築部門の大幅な業績悪化を受けた各種

の追加施策を策定し、これらを反映させた経営数値目標の見直しを行うとともに、当該施策

の効果が発現すると見込まれる 2027 年度までの向こう５か年の経営数値目標を新たに示す

ことといたしました。 

具体的には、国内建築部門においては受注量を大幅に抑制し、適切な施工体制の確保を図

りつつ、堅調に推移している国内土木事業および海外事業においては引き続き着実な業績の

確保を目指す方針とし、本中期経営計画の最終年度である 2024 年度と、更に３年後となる

2027年度の連結売上高水準を同程度と設定しつつ、その間に安定的に利益を創出できる事業

基盤の再構築を図ってまいります。 

当社グループは、2019 年に策定した長期ビジョン「2030 年の将来像」の実現に向け、「中

期経営計画 2022-2024」のテーマを「新たな成長へ～サステナブル社会の実現に向けて～」と

設定しており、引き続き、その基本方針である「収益力の向上」「成長分野への挑戦」「人材

（＝人財）基盤の強化」を着実に進めるとともに、安定した利益を継続的に創出するための

各種施策を迅速かつ確実に実行することで、新たな成長とともにサステナブル社会の実現へ

とつなげてまいります。 
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２．経営数値目標の見直し（2024年度目標）および 2027年度目標の設定 

 

  ・業績目標 

 2024年度(見直し前) 2024年度(見直し後)  2027年度 

連結売上高 5,000億円 4,670億円  4,500億円 

連結営業利益 200億円 160億円  200億円 

 

  

  ・財務目標 

 2024年度(見直し前) 2024年度(見直し後)  2027年度 

ＲＯＥ 10％以上 9％以上  10％以上 

総還元性向 50％程度 50％程度  50％程度 

 

  ・非財務目標 

   ※2024年度目標を記載（変更なし） 

安全 
死亡・重大災害「ゼロ」 

度数率：0.6以下(施工部門)、0.5以下(全社) 

品質 品質不具合ゼロ 

カーボン 

ニュートラル 

ＣＤＰ評価 Ａ 

Scope１＋２ △20％ （基準：2020年） 

Scope３ △10％ （基準：2020年） 

人権 
人権ＤＤ 人権ＤＤの定着（人権リスクへの対応） 

救済メカニズム構築 2023年度から運用 

生産性 
社員総労働時間あたりの完成工事高 

 ５％以上 

エンゲージメント※ 4.0以上（５点満点の平均） 

※「組織診断サーベイ」におけるワークエンゲージメントに関する指標 

 

なお、見直しの詳細につきましては、別紙資料をご参照ください。 

 

以 上 
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